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回次
第47期

第３四半期連結
累計期間

第48期
第３四半期連結

累計期間
第47期

会計期間
自2022年６月１日
至2023年２月28日

自2023年６月１日
至2024年２月29日

自2022年６月１日
至2023年５月31日

売上高 （千円） 33,738,626 29,715,222 43,271,852

経常利益 （千円） 2,172,622 1,346,379 2,452,283

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,506,772 929,569 1,693,859

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,656,521 1,178,796 1,890,523

純資産額 （千円） 12,861,595 13,858,776 13,096,984

総資産額 （千円） 20,761,270 21,562,526 20,804,342

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 189.38 116.74 212.87

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 189.27 - 212.77

自己資本比率 （％） 61.9 64.2 62.9

回次
第47期

第３四半期連結
会計期間

第48期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2022年12月１日
至2023年２月28日

自2023年12月１日
至2024年２月29日

１株当たり四半期純利益 （円） 43.43 28.13

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について記載して

おりません。

２.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、第48期第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、重要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間における国内外の経済情勢は、ウクライナ情勢の長期化や中東地域をめぐる情勢不

安、中国経済の先行き懸念、世界的なインフレや金融引締めの影響など、景気の先行きは不透明な状況が継続し

ております。

　このような経済環境の中、当社グループの主要取引先である自動車分野につきましては、自動車関連企業の生

産回復などにより、半導体・電子部品の受注は堅調に推移しました。産業機器分野につきましては、中国の市況

停滞に伴う設備投資の低迷などにより、工作機械関連のＥＭＳの受注が減少しました。民生分野につきまして

は、顧客の在庫調整の影響などもあり、ＥＭＳや半導体・電子部品の受注が減少しました。アミューズメント分

野につきましては、遊技機関連の受注が減少しました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高は297億15百万円（前年同四半期比11.9％減）、

営業利益は12億91百万円（前年同四半期比41.9％減）、経常利益は13億46百万円（前年同四半期比38.0％減）と

なり、親会社株主に帰属する四半期純利益は９億29百万円（前年同四半期比38.3％減）となりました。

　セグメントの経営成績は、次のとおりです。

①国内事業部門

　自動車分野の半導体・電子部品の販売は、自動車関連企業の生産回復などにより堅調に推移したものの、産業

機器分野、アミューズメント分野での受注減少などから、売上高は前年同四半期比で減収となりました。その結

果、連結売上高は187億46百万円（前年同四半期比12.7％減）となりました。セグメント利益は13億56百万円

（前年同四半期比25.4％減）となりました。

②海外事業部門

　アセアン地域での自動車分野のＥＭＳや半導体などの受注増加はあったものの、民生分野での顧客の在庫調整

などによるＥＭＳや半導体・電子部品の受注減少、中国での投資低迷による産業機器分野の受注減少などから、

連結売上高は109億68百万円（前年同四半期比10.5％減）となりました。セグメント利益は３億51百万円（前年

同四半期比56.9％減）となりました。

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における財政状態は、前連結会計年度末と比較して現金及び預金が６億87百万円

減少、受取手形及び売掛金が２億53百万円減少、棚卸資産が13億48百万円増加する一方、支払手形及び買掛金が

９億98百万円増加、短期借入金が６億83百万円減少、未払法人税等が２億84百万円減少、利益剰余金が５億７百

万円増加しました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間末の総資産は215億62百万円となり、前連結会計年度末と比較して７億

58百万円増加しました。

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した、「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（４）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変

更はありません。
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（６）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動はありません。なお、研究開発活動に重要な

変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
(2024年２月29日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年４月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,965,401 7,965,401

東京証券取引所

スタンダード市場

名古屋証券取引所

プレミア市場

単元株式数

100株

計 7,965,401 7,965,401 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年12月１日～

2024年２月29日
－ 7,965,401 － 843,199 － 893,999

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

2024年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,956,200 79,562 －

単元未満株式 普通株式 8,601 － －

発行済株式総数 7,965,401 － －

総株主の議決権 － 79,562 －

①【発行済株式】

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、600株含まれております。

　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

２. 単元未満株式8,601株には、自己名義所有株式52株が含まれております。

2024年２月29日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ミタチ産業株式会社
名古屋市中区伊勢

山二丁目11番28号
600 － 600 0.01

計 － 600 － 600 0.01

②【自己株式等】

　(注)上記自己名義株式数には、単元未満株式52株は含まれておりません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年12月１日から2024

年２月29日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年６月１日から2024年２月29日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,003,819 3,316,290

受取手形及び売掛金 5,410,396 5,157,046

電子記録債権 2,302,166 2,411,314

棚卸資産 7,040,085 8,388,733

その他 261,468 569,468

貸倒引当金 △30,801 △30,316

流動資産合計 18,987,134 19,812,536

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 219,425 226,230

機械装置及び運搬具（純額） 122,741 96,555

土地 519,476 519,476

リース資産（純額） 260,809 251,092

その他（純額） 51,681 43,789

有形固定資産合計 1,174,134 1,137,144

無形固定資産 107,516 102,616

投資その他の資産

投資有価証券 89,730 95,256

その他 445,825 434,973

貸倒引当金 - △20,000

投資その他の資産合計 535,556 510,229

固定資産合計 1,817,207 1,749,990

資産合計 20,804,342 21,562,526

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年２月29日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,011,639 4,009,877

電子記録債務 1,287,811 1,139,399

短期借入金 1,444,824 760,883

未払法人税等 377,227 92,991

賞与引当金 103,612 50,223

役員賞与引当金 34,170 18,360

前受金 538,653 879,497

その他 390,862 233,623

流動負債合計 7,188,800 7,184,856

固定負債

リース債務 265,548 273,372

資産除去債務 26,902 27,168

その他 226,105 218,352

固定負債合計 518,556 518,893

負債合計 7,707,357 7,703,750

純資産の部

株主資本

資本金 840,800 843,199

資本剰余金 883,425 885,824

利益剰余金 10,523,880 11,031,646

自己株式 △373 △373

株主資本合計 12,247,733 12,760,297

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 9,397 17,517

為替換算調整勘定 829,905 1,067,859

その他の包括利益累計額合計 839,303 1,085,377

非支配株主持分 9,947 13,101

純資産合計 13,096,984 13,858,776

負債純資産合計 20,804,342 21,562,526
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2023年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年６月１日

　至　2024年２月29日)

売上高 33,738,626 29,715,222

売上原価 29,407,505 26,398,783

売上総利益 4,331,121 3,316,439

販売費及び一般管理費 2,107,557 2,025,386

営業利益 2,223,564 1,291,053

営業外収益

受取利息 8,874 18,508

受取配当金 4,599 1,974

仕入割引 36,511 39,015

為替差益 - 16,914

受取家賃 29,126 29,111

その他 35,090 18,235

営業外収益合計 114,201 123,759

営業外費用

支払利息 52,656 62,617

為替差損 86,146 -

その他 26,340 5,817

営業外費用合計 165,143 68,434

経常利益 2,172,622 1,346,379

特別利益

投資有価証券売却益 - 4,968

特別利益合計 - 4,968

税金等調整前四半期純利益 2,172,622 1,351,348

法人税、住民税及び事業税 611,395 374,923

法人税等調整額 50,703 44,812

法人税等合計 662,098 419,736

四半期純利益 1,510,523 931,611

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,751 2,042

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,506,772 929,569

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2023年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年６月１日

　至　2024年２月29日)

四半期純利益 1,510,523 931,611

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △12,417 8,119

為替換算調整勘定 158,416 239,065

その他の包括利益合計 145,998 247,185

四半期包括利益 1,656,521 1,178,796

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,651,738 1,175,643

非支配株主に係る四半期包括利益 4,783 3,153

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　当社グループの一部の在外連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、IAS第12号法人所得税（単一の取引か

ら生じた資産及び負債に係る繰延税金に関する会計処理の明確化）を適用しています。

　なお、本基準の適用が四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

前第３四半期連結累計期間
（自  2022年６月１日

至  2023年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2023年６月１日

至  2024年２月29日）

減価償却費 131,679千円 133,781千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年８月26日

定時株主総会
 普通株式 198,522 利益剰余金 25 2022年５月31日 2022年８月29日

2022年12月15日

取締役会
 普通株式 238,814 利益剰余金 30 2022年11月30日 2023年２月10日

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年８月25日

定時株主総会
 普通株式 278,617 利益剰余金 35 2023年５月31日 2023年８月28日

2023年12月22日

取締役会
 普通株式 159,294 利益剰余金 20 2023年11月30日 2024年２月９日

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年６月１日　至　2023年２月28日）

　　配当金支払額

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年６月１日　至　2024年２月29日）

　　配当金支払額

（注）2023年８月25日定時株主総会決議による１株当たり配当額は、創業50周年記念配当10円を含んでおります。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

（注）２国内事業部門 海外事業部門 計

売上高

外部顧客への売上高 21,481,757 12,256,869 33,738,626 - 33,738,626

セグメント間の内部売上高
又は振替高

884,851 2,363,110 3,247,961 △3,247,961 -

計 22,366,608 14,619,979 36,986,588 △3,247,961 33,738,626

セグメント利益 1,817,900 815,110 2,633,010 △409,446 2,223,564

（単位：千円）

報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

（注）２国内事業部門 海外事業部門 計

売上高

外部顧客への売上高 18,746,821 10,968,401 29,715,222 - 29,715,222

セグメント間の内部売上高
又は振替高

698,897 636,709 1,335,607 △1,335,607 -

計 19,445,718 11,605,111 31,050,830 △1,335,607 29,715,222

セグメント利益 1,356,352 351,538 1,707,890 △416,836 1,291,053

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年６月１日　至　2023年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１.セグメント利益の調整額△409,446千円は、セグメント間取引消去9,546千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△418,993千円であります。

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　  該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年６月１日　至　2024年２月29日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１.セグメント利益の調整額△416,836千円は、セグメント間取引消去1,739千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△418,576千円であります。

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　  該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

国内事業部門 海外事業部門 計

顧客との契約から生じる収益 21,481,757 12,256,869 33,738,626

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 21,481,757 12,256,869 33,738,626

（単位：千円）

報告セグメント

国内事業部門 海外事業部門 計

顧客との契約から生じる収益 18,746,821 10,968,401 29,715,222

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 18,746,821 10,968,401 29,715,222

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前第３四半期連結累計期間（自　2022年６月１日　至　2023年２月28日）

　当第３四半期連結累計期間（自　2023年６月１日　至　2024年２月29日）
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前第３四半期連結累計期間
（自　2022年６月１日

至　2023年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年６月１日

至　2024年２月29日）

（1）１株当たり四半期純利益 189円38銭 116円74銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,506,772 929,569

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
1,506,772 929,569

普通株式の期中平均株式数（株） 7,956,115 7,962,556

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 189円27銭 －

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 4,734 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第３四半期連結累計期間は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

2023年12月22日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・159,294千円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・20円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・2024年２月９日

（注）2023年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年４月12日

ミタチ産業株式会社

取締役会　御中

　　

三 優 監 査 法 人

名 古 屋 事 務 所
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 鈴　木　　啓　太

指定社員
業務執行社員

公認会計士 吉　川　　雄　城

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているミタチ産業株式

会社の2023年６月１日から2024年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年12月１日から2024年２

月29日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年６月１日から2024年２月29日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ミタチ産業株式会社及び連結子会社の2024年２月29日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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